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Ⅰ．制度の概要 
 
１．骨子 

(1) 青色申告書を提出する法人、連結法人（以下「法人等」という。）又は個人が、国の
試験研究機関等及び国内の大学等と共同試験研究又は委託試験研究を行い、その試

験研究に要した経費（以下「特別試験研究費」という。）の額が、法人等の事業年度

又は連結事業年度における所得金額の計算上損金（個人にあっては必要経費）算入

される試験研究費の額に含まれる場合には、「当該特別試験研究費の額に相当する部

分」に１２％を乗じて計算した額を当該事業年度の所得に対する法人税（個人にあ

っては所得税）の額から控除することができる。 
(2) 税額控除の上限額は、総額型税額控除制度による控除額と併せて法人税（所得税）
の２０％相当額とする。 

 
２．特別試験研究の種類 
 (1) 国の試験研究機関（独立行政法人を含む）との「共同試験研究」 
 (2) 国の試験研究機関（独立行政法人を含む）との「委託試験研究」 
 (3) 国内の国公立大学・私立大学等との「共同試験研究」 
 (4) 国内の国公立大学・私立大学等との「委託試験研究」 
  
３．共同試験研究・委託試験研究の相手方 

(1) 研究交流促進法（昭和 61年法律第 57号）第２条第２項に規定する試験研究機関等 
(2) 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学校
又は国立大学法人法（平成 15年法律第 112号）第２条第４項に規定する大学共同利
用機関（以下「大学等」という。） 

 
４．適用期間 
特別試験研究税制は、平成１８年４月１日開始以降の事業年度から適用。 

（※試験研究費の増加額に係る税額控除制度は平成１８年度および平成１９年度の２年の

みの措置になります。） 



５．大学等と共同試験研究又は委託試験研究を行った場合の特別試験研究税

制の概略図 
 
当マニュアルでは、特に大学等（学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１条に規定する大

学若しくは高等専門学校又は国立大学法人法（平成 15年法律第 112号）第２条第４項に規定する
大学共同利用機関）との共同試験研究又は委託研究を実施したケースについて解説する。 
 

(1)企業内部で支出する共同研究経費なしの場合 
 

企業 大学等

特別試験研究費1000万円

研究員
大
臣
認
定
な
し

（支出報告書の提出については法令の定めはない）

【控除対象額：1000万円】

 
 
 
 
 
 
 

(2)企業内部で支出する共同研究経費ありの場合 
 認定事項：企業内部の支出額、技術の革新性

 
企業

大学等

特別試験研究費1000万円

研究員
大
臣
認
定

 

 ４

 
 

あ
り

支出報告 ・ 証明書

 

800万円

企業内支出 対象額は300万円
（100万円×３倍）

大学側も共同研究
経費100万円を負担 100万円 

 
※共同研究において「企業内で当該共同試験研究費の支出を行った額を加算する」ためには、「大

学側も当該共同試験研究費を支出していること」が要件となり、大学側の支出額の３倍までが控除

対象に加算されます。（このケースでは研究員を企業から大学に派遣することのみならず、大学か

ら受け入れるケースも想定されます） 
 

【控除対象額：1300万円】

(3)大学等と委託研究を実施した場合 
 
 
 

企業 大学等
特別試験研究費1000万円

大
臣
認
定

 
 
 

あ
り

支出報告書

認定事項：技術の革新性

【控除対象額：1000万円】
 
 
 



今回の特別試験研究税額控除制度は「①試験研究費の総額に係る税額控除」および「②試験研究

費の増加額にかかる税額控除」に加わる、下記の税額控除③の部分になります。ただし、法人税額

（所得税）の 20％までが限度となります。特別試験研究税額控除制度以外の「研究開発税制全般」
については、国税庁ホームページの『タックスアンサー(http://www.taxanser.nta.go.jp)』「Ｎｏ５
４４１」「Ｎｏ５４４２」をご覧下さい。

 
 

 ５

 

比較
試験
研究費

試験
研究費

うち

 
 １００億円

が特別試験
研究費

①試験研究費の総額に係る税額控除額

１２００ × （８～１０）％ ＝ ９６ ～ １２０

②試験研究費の増加額に係る税額控除額

（１２００－１０００） × ５ ％＝ １０

（年）

③特別試験研究費に係る税額控除額

１００ × 〔１２％－（８～１０％）〕 ＝ ４ ～ ２

（億
円
）

1000
億円

1200億円

H18

①試験研究費の総額に係る税額控除額

１２００ × （８～１０）％ ＝ ９６ ～ １２０

②試験研究費の増加額に係る税額控除額

（１２００ー１０００） × ５ ％＝ １０

H15 H16 H17

1100
億円

1000
億円

900
億円

①試験研究費の総額に係る税額控除額

８００ × （８～１０）％ ＝ ６４ ～ ８０

②試験研究費の増加額に係る税額控除額

０ × ５ ％＝ ０

①・②・③の控除合計額 ６８ ～ ８２（億円）

 
 
 
 
 

試験
研究費

うち１００億円

 ③特別試験研究費に係る税額控除額

１００ × 〔１２％－（８～１０％）〕 ＝ ４ ～ ２ 
 
 
 
 
 ③特別試験研究費に係る税額控除額

（１１００－１００） × 〔１２％－（８～１０％）〕 ＝ ４０ ～ ２０

が特別試験
研究費

800億円

前３事業
年度の平均

比較
試験
研究費

（年）

（億
円
）

1000
億円

H18H15 H16 H17

1100
億円

1000
億円

900
億円

前３事業
年度の平均

うち１１００億円
が特別試験
研究費比較

試験
研究費

（年）

（億
円
）

1000
億円

H18H15 H16 H17

1100
億円

1000
億円

900
億円

前３事業
年度の平均

試験
研究費

1200億円

①・②・③の控除合計額 １４６ ～ １５０（億円）

例
１

①・②・③の控除合計額 １１０ ～ １３２（億円）

※特別試験研究費が
比較試験研究費を
超えて増加した
は、比較試験研究費
の額まで

場合

うち
増加額
うち
増加額

うち
増加額
うち
増加額

例
１
例
１

例
２
例
２

例
３
例
３

４

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅱ．仕組み（経済産業省の場合） 
１．大学等との共同試験研究＜告示第五号（法人）・告示第六号（個人）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 大学等との共同研究において、その共同研究のために企業内部で支出する共同研究経費がない

場合、又はその経費を控除申請額に含めない場合は、所管大臣の認定は必要ありません。 
 

大学等（甲）

共同研究者（法人・個人等）（乙）

当該試験研究の対象となる技術に係
る事業の所管大臣（経済産業局） 税務署長

①
共
同
研
究
契
約
の
締
結

②
共
同
研
究
経
費
の
支
払
い

③
共
同
研
究
の
実
施

④
支
出
報
告
・
証
明
書
の

作
成
依
頼

⑤
支
出
報
告
・
証
明
書
の
発
行

⑥
認
定
申
請

⑦
認
定
書
の
交
付

（研
究
員
の
受
入
又
は
派
遣
）

⑧
青
色
申
告
書
の
提
出

(1)要件 
①所管事業の技術の水準に著しく寄与するものであること。 
②契約又は協定において、当該共同試験研究に要する費用の分担及びその明細並びに当該試

験研究の成果の帰属及びその公表に関する事項が定められていること。 
③認定申請に係る試験研究費の額が契約又は協定に基づき支出されたものとして適正である

と認められること。 
    ④「企業内部で支出する共同研究経費」があり、「その経費を控除申請額に含めることを求め

る」場合には当該共同試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定があるこ

と。 
⑤「共同研究者が研究員を当該大学等に派遣」又は「当該大学等の研究員を受け入れ」する

ことで当該試験研究を行うものであること。 
    

(2)関連法規 
①法人税関係 

     租税特別措置法第４２条の４又は第６８条の９ 
     租税特別措置法施行令第２７条の４又は第３９条の３９ 
     租税特別措置法施行規則第２０条又は第２２条の２３ 
 

②所得税関係 
     租税特別措置法第１０条 
     租税特別措置法施行令第５条の３ 
     租税特別措置法施行規則第５条の６ 
 

(3)認定申請 
     当期に大学等と、契約又は協定に基づいて共同試験研究を行った法人等又は個人が認定申請

の資格者となりますが契約又は協定上、  
①試験研究機関等と共同研究者双方の費用の分担 

 ６



 ７

②その費用の分担の明細（内訳） 
③研究成果の帰属及びその公表に関する事項 
④研究員を当該大学等に派遣又は当該大学等の研究員を受け入れて当該試験研究を行うもの

であること。 
が定められていることが必要です。 

      ただし、税額控除を受けられるのは、青色申告書を提出する者に限られ、また、確定申告
書（仮決算による場合の中間申告書を含む。）に控除を受けるべき金額の申告の記載があり、

かつ、当該金額の計算に関する明細書（「試験研究費の総額等に係る法人税額の特別控除に

関する明細書（法人税法施行規則別表六（七））」又は（法人税法施行規則別表六の二（四））」）

及び、認定書の写しの添付がある場合に限り適用され、しかも、控除される金額は、その申

告に係るその控除を受けるべき金額に限られます。 
 

(4)認定申請に必要な書類と申請先および記載方法 
①提出書類 

a.認定申請書 →（こちらについては２部の提出をお願いします）
b.共同試験研究の具体的内容について説明した書類 
c.共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該法人の当該事業年
度の所得の額に算入される試験研究費の額の積算内訳書＜別添 P16の様式を参照＞ 

d.共同試験研究費の金額を確認できる領収書や研究日誌等の写し 
e.契約書又は協定書の写し 
f.研究結果を公表した公表物（写し）又は公表予定を記載した書類 （未公表の場合） 
g.大学等が発行した支出報告・証明書(⑤を参照) 

 
②申請先 
申請者の本店又は主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局へ提出して下さい。 

 
③提出期限 
ａ.法人等：特別試験研究に係る特例措置の適用を受けようとする法人等は、当該事業年度又

は当該連結事業年度終了の日の翌日から１月を経過する日までに提出しなければ

なりません。ただし、経済産業局長が提出遅延について正当な事由があると認めた

ときは、この限りではありません。なお、当該事業年度又は当該連結事業年度終了

前に、当該共同試験研究に係る損金算入される試験研究費の額が確定した場合は、

上記の期日に関わらず提出することも可能とします。 
 

ｂ.個人：特別試験研究に係る特例措置の適用を受けようとする者は、当該年の翌年２月１５
日までに提出しなければなりません。ただし、経済産業局長が提出遅延について正

当な事由があると認めたときは、この限りではありません。 
なお、当該年終了前に、当該共同試験研究に係る必要経費に算入される試験研究費

の額が確定した場合は、上記の期日に関わらず提出することも可能とします。 

 
④記載方法 

     a.申請年月日、認定年月日及び認定番号 



     申請年月日の欄には、認定申請書を経済産業局に提出する年月日を記入して下さい。認定
年月日及び認定番号の欄は、経済産業大臣にて記入しますので申請時には空欄にしておいて

下さい。 
    b.申請者 
    申請者の住所、名称及び代表者の氏名を記入して下さい。 
    c.共同して試験研究を行った試験研究所等の名称 
    共同試験研究の相手方の名称を記入して下さい。 
    d.当該共同試験研究の課題 
    契約又は協定に定められた、共同試験研究の課題（研究テーマ）を記入して下さい。 
    e.当該共同試験研究の実施期間 
    契約又は協定に定められた、共同試験研究の実施期間を記入して下さい。 
    f .租税特別措置法第４２条の４第２項（個人にあっては租税特別措置法第１０条第２項）の 
    規定の適用を受けようとする事業年度又は連結事業年度の開始年月日及び終了年月日 

特別共同試験研究に係る特例措置の規定の適用を受けようとする事業年度又は連結事業

年度について、開始年月日及び終了年月日を記入して下さい。 
    g.当該共同試験研究に係る試験研究費の額 
     ・費 目 
      共同研究に関しては「費目」として、租税特別措置法施行規則第２０条第８項に明示さ

れた項目が対象（※）となりますが、契約又は協定等に含まれない費目については、認

定の対象となりません。

また、契約書又は協定書に明記されている費用であっても、領収書（設備費、物品費等）

や研究日誌（人件費）等の当該共同試験研究に要した支出であることが確認できる書類

が必要であり、これらが無いものについても認定を行うことができませんので、こうし

た費用については除外して下さい。 
      なお、契約又は協定の変更が行われた場合で、変更後新たに対象となることとなった費

目については、当該変更契約又は変更協定の適用開始年月日以降に支出され、かつ、当

該共同試験研究に要した支出であることを証明できる書類があるものについて対象とな

ります。 
※  本税制の対象となる費目は、契約又は協定に基づいて民間企業等が負担した費用のうち、
次の各号に掲げる費目とする。（これ以外の使途は対象外となります） 

＜１＞原材料費～当該共同試験研究を行うために直接必要な原材料の購入に要する費用 
          （実験用材料、実験部品作成材料、写真材料、試薬、化学薬品、記録紙等の

消耗品等） 
＜２＞人件費 ～当該共同試験研究に直接従事する者に係る費用 

                （研究者及び研究補助者に係る給与、謝金、賃金等） 
＜３＞旅 費 ～当該共同試験研究に直接従事する者の当該共同試験研究の遂行に直接      

必要な所得税法第９条第１項第４号の規定に該当する旅費 
          （研究者及び研究補助者の研究打合せ、資料収集、調査等の旅費） 

＜４＞経 費 ～当該共同試験研究を行うために当該大学等において使用される機械及び

装置、工具並びに器具及び備品の購入に要する費用（大学等の所有に属する

ものに限る。） 
＜５＞外注費 ～当該共同試験研究の遂行に直接必要な外注費 
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          （設計料、委託試験料、機器運搬料、フィルム現像料等） 
特に共同試験研究においては、「費用」に関する項目は委託研究のケースとは異なるために注意

して下さい。 
 
     ・契約額                                      
      各費目毎に契約又は協定に定められている契約額を記入して下さい。 
     その際に申請者の事業年度又は連結事業年度の開始年月日及び終了年月日が、契約期間

のそれと異なっており、かつ、それぞれの年度を契約又は協定期間とする契約又は協定

を締結している場合（申請者の事業年度又は連結事業年度が４月１日から３月３１日ま

ででない場合）には、３月３１日を含む年度と４月１日を含む年度のそれぞれの契約又

は協定に定められている額を、２段に分けて併記して下さい。 
     ・支出額   
      各費目毎に、当該事業年度又は当該連結事業年度に当該共同試験研究のために支出した 

金額を記入して下さい。 
      ただし、当該支出額を客観的に判断できるような書類（例えば、①人件費を対象とする

場合には、研究者が当該共同試験研究に従事した状況を説明する研究記録、②その他の

支出については領収書等の支出を証明できる書類）が必要です。 
     なお、支出額は、契約額と厳密に一致している必要はありませんが、契約又は協定に沿

って適正に支出されたと合理的に判断できる範囲のものであることが必要です。 
     ・費用額 
      当該共同試験研究のために支出した金額を基に、当該事業年度の所得又は当該連結事業

年度の連結所得の金額の計算上損金（個人にあっては必要経費）の額に算入される試験

研究費の額（減価償却資産や繰延資産については、その償却額）を記入して下さい。こ

のとき、その試験研究費に充てるため他の者から支払を受けた額（例えば国庫補助金等

による助成金）が含まれる場合には、当該金額を控除した金額を各々記入して下さい。 
    h.記名押印 
     経済産業大臣が記名・押印しますので、申請時には空欄にしておいて下さい。   
   

⑤支出報告・証明書の作成依頼について 
   特別試験研究費の額の算出に必要となる大学等側の支出額を証明するための書類として、 
   「共同試験研究に係る支出報告・証明書」を共同研究先の大学等に作成・発行してもらう必要 

があります。こちらについては、平成１９年３月２３日に文部科学省研究振興局 研究環境・ 
産業連携課 技術移転推進室長より、各国公私立大学・各国公私立高等専門学校・各大学共同 
利用機関・放送大学の研究協力担当部課長に対し、事務連絡にて本件の様式等の通知がされて 
おります。各大学等にお問い合わせ下さい。     

   なお、特別試験研究費の額は、 
   ⅰ民間企業等が負担した額のうち、大学等が支出した試験研究費の額 
   ⅱ民間企業等自らが負担し、支出した試験研究費の額の合計（ただし上限は、大学等が自ら 

支出した額の３倍）が対象になります。 
 
   (5)認定書の内容変更に係る届出 
   認定書の交付を受けた後に、認定書に記載された事項又は添付書類の内容に変更があったと
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きは、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け出なければなりませんが提出遅延について正当

な事由があると認めたときは、この限りではありません。 

   この場合に、認定書に記載されている事項を変更する必要があると経済産業大臣（経済産業

局長）が認めたときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認定書

として再交付します。 

 

   (6)認定の取消し 
   認定書の交付を受けた法人等又は個人が、認定申請若しくは内容変更の届出に際して虚偽の  
  申請若しくは届出を行い、又は届出を怠ったときは、経済産業大臣は、当該認定を取り消し、

当該認定に係る認定書の返還を求めることがあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
２．大学等との委託試験研究＜告示第七号（法人）・告示第八号（個人）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大学等（甲）

委託研究者（法人・個人等）（乙）

当該試験研究の対象と
なる技術に係る事業の
所管大臣（経済産業局）

税務署長
①
委
託
研
究
契
約
の
締
結

②
委
託
研
究
経
費
の
支
払
い

③
委
託
研
究
の
実
施

④
支
出
報
告
・
証
明
書
の

作
成
依
頼

⑤
支
出
報
告
の
発
行

⑥
認
定
申
請

⑦
認
定
書
の
交
付

⑧
青
色
申
告
書
の
提
出

(1)要件 
①所管事業の技術の水準に著しく寄与するものであること。 
②契約又は協定において、当該委託試験研究に要する費用の金額及びその明細並びに当該試

験研究の成果の帰属及びその公表に関する事項が定められていること。 
③委託先からの終了（実績）報告書を提出することが定められていること。 

     ④当該委託試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定があること。 
 

(2)関連法規 
①法人税関係 

      租税特別措置法第４２条の４又は第６８条の９ 
      租税特別措置法施行令第２７条の４又は第３９条の３９ 
      租税特別措置法施行規則第２０条又は第２２条の２３ 

②所得税関係 
      租税特別措置法第１０条 
      租税特別措置法施行令第５条の３ 
      租税特別措置法施行規則第５条の６ 
 

(3)認定申請 
    当期に大学等と、契約又は協定に基づいて委託試験研究を行った法人等又は個人が認定申請

の資格者となります。 
     ①委託契約の金額 
     ②委託費用の明細（内訳） 
     ③研究成果の帰属及びその公表に関する事項 
     ④研究終了（実績）報告書の提出 

がそれぞれ定められていることが必要です。 
    ただし、税額控除を受けられるのは、青色申告書を提出する者に限られ、また、確定申告書

（仮決算による場合の中間申告書を含む。）に控除を受けるべき金額の申告の記載があり、か

つ、当該金額の計算に関する明細書（「試験研究費の総額等に係る法人税額の特別控除に関す

る明細書（法人税法施行規則別表六（七））又は（法人税法施行規則別表六の二（四））」）及び

認定書の写しの添付がある場合に限り適用され、しかも、控除される金額は、その申告に係る

その控除を受けるべき金額に限られます。 
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(4)認定申請に必要な書類と申請先および記載方法 

①提出書類 
 a.認定申請書 → （こちらについては２部の提出をお願いします）

b.委託試験研究の具体的内容について説明した書類 
c.大学等からの研究終了（実績）報告書の写し（費用の金額及びその明細並びにその支出
金額が確認できるものに限る） 

d.契約書又は協定書の写し（当該委託試験研究に要する費用の金額及びその明細並びに
当該試験研究の成果の帰属及びその公表に関する事項が定められているものに限る） 

e.大学等が発行する受託試験研究に係る支出報告書。（⑤を参照）  
 

②申請先 
       申請者の本店又は主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局へ提出して下さい。 
 

③提出期限 
       ａ.法人等：特別試験研究に係る特例措置の適用を受けようとする法人等は、当該事業年度

又は当該連結事業年度終了の日の翌日から１月を経過する日までに提出しなけ

ればなりません。ただし、経済産業大臣が提出遅延について正当な事由がある

と認めたときは、この限りではありません。なお、当該事業年度又は当該連結

事業年度終了前に、当該委託試験研究に係る損金算入される試験研究費の額が

確定した場合は、上記の期日に関わらず提出することも可能とします。 
       ｂ.個人：特別共同試験研究に係る特例措置の適用を受けようとする者は、当該年の翌年２

月１５日までに提出しなければなりません。ただし、経済産業大臣が提出遅延に

ついて正当な事由があると認めたときは、この限りではありません。 
なお、当該年終了前に、当該共同試験研究に係る必要経費に算入される試験研究

費の額が確定した場合は、上記の期日に関わらず提出することも可能とします。 

 
④記載方法 

a.申請年月日、認定年月日及び認定番号 
     申請年月日の欄には、認定申請書を経済産業局に提出する年月日を記入して下さい。認

定年月日及び認定番号の欄は、経済産業大臣にて記入しますので申請時には空欄にしてお

いて下さい。 
      b.申請者名 
     申請者の住所、名称及び代表者の氏名を記入して下さい。 
      c.委託して試験研究を行った試験研究所等の名称 
     委託試験研究の相手方の名称を記入して下さい。 
      d.当該委託試験研究の課題 
     契約又は協定に定められた、委託試験研究の課題（研究テーマ）を記入して下さい。 
      e.当該委託試験研究の実施期間 
     契約又は協定に定められた、委託試験研究の実施期間を記入して下さい。 
      f.租税特別措置法第４２条の４第２項（個人にあっては租税特別措置法第１０条第２項）

の規定の適用を受けようとする事業年度又は連結事業年度開始年月日及び終了年月日 



    特別共同試験研究に係る特例措置の規定の適用を受けようとする事業年度又は連結事業

年度について、開始年月日及び終了年月日を記入して下さい。 
    g.当該委託試験研究に係る試験研究費の額 
     ・費 目 
     契約又は協定において、申請者が負担すべきとされている費目（契約書又は協定書に記

載されている内訳）を記入して下さい（※）。契約書又は協定書において費目を規定する

ことを要件とし、かつ、そこに含まれていない費目については、認定の対象とはなりませ

ん。なお、契約又は協定の変更が行われた場合で、変更後新たに対象となることとなった

費目については、当該変更契約又は変更協定の適用開始年月日以降に支出され、かつ、当

該委託試験研究に要した支出であることを証明できる書類があるものについて対象とな

ります。 
 
 ※委託研究においては、契約書又は協定書において定められている額を限度として、試験研

究に要した費用として経済産業大臣が認定した額が対象となります。ただし、費目は「原材

料費」「人件費」「旅費」「経費」「外注費」「その他」の区分等を目安に用いて記載して下さ

い。特に「費用」に関する項目は共同試験研究のケースとは異なるために注意して下さい。 
 
     ・契約額 
     契約又は協定に定められている費目区分毎に契約額を記入して下さい。 
     ・支出額   
     民間企業等が負担した大学等側の支出額を証明するための書類として、「受託試験研究

に係る支出報告書」を委託先の大学等に作成してもらう必要があります。大学等より提出

された受託研究終了（実績）報告書の費目の区分毎に、当該委託試験研究のために支出し

た金額を記入して下さい。 
     ・費用額 
    当該委託試験研究のために支出した金額を基に、当該事業年度の所得又は当該連結事業年

度の連結所得の金額の計算上損金（個人あっては必要経費）の額に算入される試験研究費

の額（減価償却資産や繰延資産については、その償却額）を記入して下さい。このとき、そ

の試験研究費に充てるため他の者から支払を受けた額（例えば国庫補助金等による助成金）

が含まれる場合には、当該金額を控除した金額を各々記入して下さい。 
  

h.記名押印 
    経済産業大臣が記名・押印しますので、申請時には空欄にしておいて下さい。 

 
⑤支出報告書の作成依頼について 

    特別試験研究費の額の算出に必要となる大学等側の支出額を証明するための書類として、 
    「受託試験研究に係る支出報告書」を委託試験研究先の大学等に作成・発行してもらう必要

があります。こちらについては、平成１９年３月２３日に文部科学省研究振興局 研究環境・
産業連携課 技術移転推進室長より、各国公私立大学・各国公私立高等専門学校・各大学共
同利用機関・放送大学の研究協力担当部課長に対し、事務連絡にて本件の様式等の通知がさ

れております。各大学等にお問い合わせ下さい。     
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   (5)認定書の内容変更に係る届出 
   認定書の交付を受けた後に、認定書に記載された事項又は添付書類の内容に変更があったと

きは、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に届け出なければなりませんが提出遅延について正当

な事由があると認めたときは、この限りではありません。 

   この場合に、認定書に記載されている事項を変更する必要があると経済産業大臣が認めたと

きは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認定書として再交付しま

す。 

 

  (6)認定の取消し 
   認定書の交付を受けた法人等又は個人が、認定申請若しくは内容変更の届出に際して虚偽の  
  申請若しくは届出を行い、又は届出を怠ったときは、経済産業大臣は、当該認定を取り消し、

当該認定に係る認定書の返還を求めることがあります。 
 



Ⅲ．「費目」についての注意事項 

 
１．共同試験研究の費目について 

(1)各費目毎に記入して下さい。 
(2)主に他の用途に用いられている費用については、対象となりません。 
(3)減価償却資産については、費用額（償却額）の計算ができるよう、備考欄に耐用年数、償却
方法（定率法又は定額法）を記入して下さい。また、取得価額の証拠となる書類等、物件の

内容を確認できる書類の写しを併せて提出して下さい。 
(4)各費目については、支出額が確認できる領収書等の写しを経費毎に番号で整理し、提出して
下さい。  

(5)共同研究については、租税特別措置法施行規則第２０条第８項に規定されているとおり、下
記以外に当該法人が支出するものは対象とはなりません。（委託研究とは異なります） 

 
①原材料費 …当該共同試験研究を行うために直接必要な原材料の購入に要する費用（実験

用材料、実験部品作成材料、写真材料、試薬、化学薬品、記録紙等の消耗品等） 
②人件費  …当該共同試験研究に直接従事する者に係る費用（研究者及び研究補助者に係

る給与、謝金、賃金等）人件費は、個人毎に記入して下さい。試験研究費に含ま

れる人件費は、専門的知識をもって試験研究の業務に専ら従事する者に係るもの

であるので、事務職員等のように試験研究に直接従事していない者に係るものは、

これに含まれないことに留意して下さい。  
        上記の理由により、研究者が当該共同試験研究に従事した状況を説明する研究記

録（研究日誌等）等の写しを併せて提出して下さい。その際、当該共同試験研究以

外の作業時間が混入しないよう注意して下さい。 
③旅費   …当該共同試験研究に直接従事する者の当該共同試験研究の遂行に直接必要な

所得税法第９条第１項第４号の規定に該当する旅費（研究者及び研究補助者の研究

打合せ、資料収集、調査等の旅費） 
④経費   …当該共同試験研究を行うために当該大学等において使用される機械及び装置、

工具並びに器具及び備品の購入に要する費用（大学等の所有に属するものに限る。） 
 

⑤外注費  …当該共同試験研究の遂行に直接必要な外注費（設計料、委託試験料、機器運

搬料、フィルム現像料等） 
 
２．委託試験研究の費目について 
 

(1)委託試験研究については、当該規定の適用を受けようとする法人の申請に基づき、当該試験研
究に要した費用として認定された額が対象となります。

(2)契約書又は協定書において費目を規定することを要件とし、かつ、そこに含まれていない費目
については、認定の対象とはなりません。なお、費目は「原材料費」「人件費」「旅費」「経費」

「外注費」「その他」の区分等を目安に用いて記載して下さい。 
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住　　　所　：

申請者名　：

担当者名　：

電話、ＦＡＸ　：

Ｅメール ：

積算内訳

番号 名称 仕様 数量 取得年月日 単価 金額（Ａ） 支出年月日 支払先
他者からの
支払い（Ｂ）

当期支出額
（Ａ－Ｂ）

当期費用額 備考

　 合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

(2)人件費（当該共同試験研究に直接従事する者に係る費用：研究者及び研究補助者に係る給与・謝金・賃金等）

番号 職種（役職） 単価 作業時間 支出年月日 支払先（氏名） 金額（Ａ）
他者からの
支払い（Ｂ）

当期支出額
（Ａ－Ｂ）

当期費用額

　 合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

番号 対象者 旅行先 旅行日 金額（Ａ） 支出年月日 支払先
他者からの
支払い（Ｂ）

当期支出額
（Ａ－Ｂ）

当期費用額 備考

　 合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

番号 名称 仕様 数量 取得年月日 単価 金額（Ａ） 支出年月日 支払先
他者からの
支払い（Ｂ）

当期支出額
（Ａ－Ｂ）

当期費用額 備考

要件

別添１．積算内訳書の例

※作成上の注意
　①当該共同試験研究に要した費用以外は含めないこと。
　
  ②減価償却資産については、当期費用額の計算がわかるよう、備考欄に耐用年数
　　償却方法（定率法又は定額法）を記入のこと。
　
  ③各積算内訳の支出については、支出額が確認できる書類等を費目毎に整理番
　　 号を付し添付すること。
 
 

申請に係る大学等との共同試験研究のために支出した額及び当該共同試験研究に係る当期の所得の金額の計算上損金の額に算入される試験研究費の額（その試験研究費
に充てるため他の者から支払いを受ける額がある場合には、当該金額を控除した金額）の積算内訳を記載した書面

(1)原材料費（当該共同試験研究を行うために直接必要な原材料の購入に要する費用：実験用材料・実験部品作成材料・写真材料・試薬・化学薬品・記録紙等の消耗品等）

備考

(3)旅費（当該共同試験研究に直接従事する者の当該共同試験研究の遂行に直接必要な所得税法第９条第１項第４号の規定に該当する旅費：研究者及び研究補助者の研究打合
せ・資料収集・調査等の旅費）

(4)経費（当該共同試験研究を行うために当該大学等において使用される機械及び装置、工具並びに器具及び備品の購入に要する費用＜大学等の所有に属するものに限る＞）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １６



 総務省、財務省、文部科学省、 

○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行規則（昭和三十二年大

十条第七項第一号又は第二十二条の二十三第

行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）

に関する手続を次のように定 

め、公布の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科

通省、環境省、告示第一号（租税特別措置法

十三第十三項第一号に規定する試験研究機関

れる地方支分部局の長の認定に関する手続を

 

平成十九年三月三十日 

 （認定申請書の提出） 

第一条 研究交流促進法（昭和六十一年法律

（以下「 試験研究機関等」という。）と共

に係る試験研究費の額の認定を受けようと

第二条第十二号の七の四に規定する連結法

る認定申請書二通を租税特別措置法施行規

七項第一号に規定するところにより、試験

事務所の所在地を管轄する国家行政組織法

「試験研究機関等の長等」という。）に提

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に

 一 当該申請に係る共同試験研究のために

等の当該事業年度の所得又は当該連結事

れる試験研究費の額（その試験研究費に

は、当該金額を控除した額）の積算内訳

 二 当該申請に係る共同試験研究のために

誌等の写し 

 三 当該申請に係る共同試験研究の契約又

年政令第四十三号）第二十七条の四第十

次条において同じ。）の書類の写し 

３ 第一項の認定申請書を提出する法人等は

 

別添２．告示 

示第一号 

蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同規則第二

七項第一号に規定する試験研究機関等の長又は国家

第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定

学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

施行規則第二十条第十三項第一号又は第二十二条の二

等の長又は国家行政組織法第三条の行政機関に置か

定めた件）は廃止する。 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

第五十七号）第二条第二項に規定する試験研究機関等

同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という。）

する法人又は法人税法（昭和四十年法律第三十四号）

人（以下「法人等」と総称する。）は、別記様式によ

則第二十条第七項第一号又は第二十二条の二十三第

研究機関等の長又は当該法人等の本店若しくは主たる

第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長（以下

出しなければならない。 

定める書類を添付しなければならない。 

支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該法人

業年度の連結所得の金額の計算上損金の額に算入さ

充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合に

を記載した書類 

支出した金額を確認することができる領収書、研究日

は協定（租税特別措置法施行令（昭和三十二 

四項第一号に規定する契約又は協定をいう。 

、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第

１７



 １８

四十二条の四第二項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第六十八条の九第二項の

規定の適用を受けようとする連結事業年度の終了の日の翌日から一月を経過する日までに認定

申請書を提出しなければならない。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由

があると認めたときは、この限りではない。 

 （認定書の交付） 

第二条 試験研究機関等の長等は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申

請に係る試験研究費の額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適

正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該法人等に交

付するものとする。 

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各

号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長

等に届け出なければならない。 

 （変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に

係る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、

変更認定書として当該法人等に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 試験研究機関等の長等は、第二条の認定書の交付を受けた法人等が第一条の規定による申

請若しくは第三条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定に

よる届出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることがで

きる。 

 
 
 
 
 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

当該試験研究は、研究交流促進法第２条第２項に規定する試験研究機関等と共同して行う租税
特別措置法施行令第２７条の４第１４項第１号又は第３９条の３９第１５項に掲げる試験研究に
該当することから、租税特別措置法施行規則第２０条第７項第１号又は第２２条の２３第７項第
１号に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり
申請します。

記

１．共同試験研究を行った試験研究機関等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第２項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の４．
９第２項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第２０条第７項第１号又は第２２条の２３第
７項第１号の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。
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 ２０

総務省、財務省、文部科学省、 
○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告示第二号 

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行規則（昭和三十二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同規則第五

条の六第一項第一号に規定する試験研究機関等の長又は国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二

十号）第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関する手続を次のように定め、公布

の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、環境省告示第二号（租税特別措置法施行規則第五条の六第七項第一号に規定する試験研究機

関等の長又は国家行政組織法第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関する手続

を定めた件）は廃止する。 

  平成十九年三月三十日 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

 （認定申請書の提出） 

第一条 研究交流促進法（昭和六十一年法律第五十七号）第二条第二項に規定する試験研究機関等

（以下「試験研究機関等」という。）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という。

）に係る試験研究費の額の認定を受けようとする個人は、別記様式による認定申請書二通を租税

特別措置法施行規則第五条の六第一項第一号に規定するところにより、試験研究機関等の長又は

当該個人の主たる事務所の所在地を管轄する国家行政組織法第三条の行政機関に置かれる地方

支分部局の長（以下「試験研究機関等の長等」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

 一 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該個人

のその年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入される試験研究費の額（その試験研究費

に充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除した額）の積算内

訳を記載した書類 

 二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日

誌等の写し 

 三 当該申請に係る共同試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第

四十三号）第五条の三第十四項第一号に規定する契約又は協定をいう。次条において同じ。）

の書類の写し 

３ 第一項の認定申請書を提出する個人は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第十

条第二項の規定の適用を受けようとする年の翌年二月十五日までに認定申請書を提出しなけれ

ばならない。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは

、この限りではない。 

 （認定書の交付） 



 ２１

第二条 試験研究機関等の長等は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申

請に係る試験研究費の額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適

正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該個人に交付

するものとする。 

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各号

に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長等

に届け出なければならない。 

 （変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に

係る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い

、変更認定書として当該個人に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 試験研究機関等の長等は、第二条の認定書の交付を受けた個人が第一条の規定による申請

若しくは 第三条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定に

よる届出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることがで

きる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

当該試験研究は、研究交流促進法第２条第２項に規定する試験研究機関等と共同して行う租税
特別措置法施行令第５条の３第１４項第１号に掲げる試験研究に該当することから、租税特別措
置法施行規則第５条の６第１項第１号に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認
定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．共同試験研究を行った試験研究機関等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第２項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第５条の６第１項第１号の規定により、認定
します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。

 
 
 

 ２２



 ２３

 総務省、財務省、文部科学省、 

○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告示第三号 

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行規則（昭和三十二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同規則第二

十条第七項第二号又は第二十二条の二十三第七項第二号に規定する試験研究機関等の長又は国家

行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定

に関する手続を次のように定め、公布の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、環境省 告示第三号（租税特別措置法施行規則第二十条第十三項第二号又は第二十二条の二

十三第十三項第二号に規定する試験研究機関等の長又は国家行政組織法第三条の行政機関に置か

れる地方支分部局の長の認定に関する手続を定めた件）は廃止する。 

  平成十九年三月三十日 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

 （認定申請書の提出） 

第一条 研究交流促進法（昭和六十一年法律第五十七号）第二条第二項に規定する試験研究機関等

（以下「試験研究機関等」という。）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という。）

に係る試験研究費の額の認定を受けようとする法人又は法人税法（昭和四十年法律第三十四号）

第二条第十二号の七の四に規定する連結法人（以下「法人等」と総称する。）は、別記様式によ

る認定申請書二通を租税特別措置法施行規則第二十条第七項第二号又は第二十二条の二十三第

七項第二号に規定するところにより、試験研究機関等の長又は当該法人等の本店若しくは主たる

事務所の所在地を管轄する国家行政組織法第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長（以下

「試験研究機関等の長等」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

 一 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金

額及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る。）の写し 

 二 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第

四十三号）第二十七条の四第十四項第四号に規定する契約又は協定をいう。次条において同

じ。）の書類の写し３ 第一項の認定申請書を提出する法人等は、租税特別措置法（昭和三十

二年法律第二十六号）第四十二条の四第二項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法

第六十八条の九第二項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の終了の日の翌日から一

月を経過する日までに認定申請書を提出しなければならない。ただし、試験研究機関等の長等

が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この限りではない。 

 （認定書の交付） 

第二条 試験研究機関等の長等は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申

請に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適



 ２４

正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該法人等に交

付するものとする。 

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各

号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長

等に届け出なければならない。 

 （変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に

係る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、

変更認定書として当該法人等に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 試験研究機関等の長等は、第二条の認定書の交付を受けた法人等が第一条の規定による申

請若しくは第三条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定に

よる届出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることがで

きる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

当該試験研究は、研究交流促進法第２条第２項に規定する試験研究機関等に委託して行う租税
特別措置法施行令第２７条の４第１４項第４号又は第３９条の３９第１５項に掲げる試験研究に
該当することから、租税特別措置法施行規則第２０条第７項第２号又は第２２条の２３第７項第
２号に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり
申請します。

記

１．委託試験研究を行った試験研究機関等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第２項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の４．
９第２項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第２０条第７項第２号又は第２２条の２３第
７項第２号の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。

 
 
 

 ２５



 ２６

 総務省、財務省、文部科学省、 
○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告示第四号 

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行規則（昭和三十二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同規則第五

条の六第一項第二号に規定する試験研究機関等の長又は国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二

十号）第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関する手続を次のように定め、公布

の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、環境省告示第四号（租税特別措置法施行規則第五条の六第七項第二号に規定する試験研究機

関等の長又は国家行政組織法第三条の行政機関に置かれる地方支分部局の長の認定に関する手続

を定めた件）は廃止する。 

   平成十九年三月三十日 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

 （認定申請書の提出） 

第一条 研究交流促進法（昭和六十一年法律第五十七号）第二条第二項に規定する試験研究機関等

（以下「試験研究機関等」という。）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という。

）に係る試験研究費の額の認定を受けようとする個人は、別記様式による認定申請書二通を租税

特別措置法施行規則第五条の六第一項第二号に規定するところにより、試験研究機関の長又は当

該個人の主たる事務所の所在地を管轄する国家行政組織法第三条の行政機関に置かれる地方支

分部局の長（以下「試験研究機関等の長等」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

 一 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金

額及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る。）の写し 

 二 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第

四十三号）第五条の三第十四項第四号に規定する契約又は協定をいう。次条において同じ。）

の書類の写し   

３ 第一項の認定申請書を提出する個人は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第十

条第二項の規定の適用を受けようとする年の翌年二月十五日までに認定申請書を提出しなけれ

ばならない。ただし、試験研究機関等の長等が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは

、この限りではない。 

 （認定書の交付） 

第二条 試験研究機関等の長等は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申

請に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基づき支出されたものとして適

正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該個人に交付

するものとする。 



 ２７

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各号

に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の試験研究機関等の長等

に届け出なければならない。 

 （変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 試験研究機関等の長等は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に

係る事項を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い

、変更認定書として当該個人に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 試験研究機関等の長等は、第二条の認定書の交付を受けた個人が第一条の規定による申請

若しくは第三条の規定による届出に際して虚偽の申請若しくは届出を行い、又は同条の規定によ

る届出を怠ったときは、当該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができ

る。 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

当該試験研究は、研究交流促進法第２条第２項に規定する試験研究機関等に委託して行う租税
特別措置法施行令第５条の３第１４項第４号に規定する試験研究に該当することから、租税特別
措置法施行規則第５条の６第１項第２号に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの
認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．委託試験研究を行った試験研究機関等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第２項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行規則第５条の６第１項第２号の規定により、認定
します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。

 
 

 

 

 ２８



 ２９

 総務省、財務省、文部科学省、 

○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告示第五号 

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）及び租税特別措置法施行規則（昭和三十

二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同令第二十七条の四第十四項第三号イに規定する

試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び同規則第二十条第十項又は第二

十二条の二十三第十項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に

関する手続を次のように定め、公布の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、環境省告示第五号（租税特別措置法施行令第二十七条の四第十九項第三号又は第三十九条の

三十九第二十三項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租

税特別措置法施行規則第二十条第十五項又は第二十二条の二十三第十五項に規定する試験研究の

対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を定めた件）は廃止する。 

  平成十九年三月三十日 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

 （認定申請書の提出） 

第一条 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学若しくは高等専門学校

又は国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第四項に規定する大学共同利用機関（

以下「大学等」という。）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という。）について

当該試験研究が当該試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであること

の認定及び当該試験研究に要した費用の額の認定（以下単に「認定」という。）を受けようとす

る法人又は法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第十二号の七の四に規定する連結法人

（以下「法人等」と総称する。）は、別記様式による認定申請書二通を当該試験研究の対象とな

る技術に係る事業を所管する大臣（以下「事業所管大臣」という。）に提出しなければならない

。 

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

  一 当該申請に係る共同試験研究の具体的内容について説明した書類 

 二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該法人

等の当該事業年度の所得又は当該連結事業年度の連結所得の金額の計算上損金の額に算入さ

れる試験研究費の額（その試験研究費に充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合に

は、当該金額を控除した額）の積算内訳を記載した書類 

 三 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日

誌等の写し 

 四 当該申請に係る共同試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令第二十七条の四第十四

項第三号ロに規定する契約又は協定をいう。次条において同じ。）の書類の写し 



 ３０

 五  当該申請に係る共同試験研究の成果を公表している場合には当該公表物の写し、未公表の場

合には今後の公表予定を記載した書類 

  六 共同試験研究先の大学等が発行する共同試験研究に係る支出報告及び証明書 

３ 第一項の認定申請書を提出する法人等は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第

四十二条の四第二項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第六十八条の九第二項の

規定の適用を受けようとする連結事業年度の終了の日の翌日から一月を経過する日までに認定

申請書を提出しなければならない。ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると

認めたときは、この限りではない。 

 （認定書の交付） 

第二条 事業所管大臣は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る

共同試験 研究が当該共同試験研究の対象となる所管事業の技術の水準の向上に著しく寄与す

るものであり、かつ、当該申請に係る試験研究費の額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づ

き支出されたものとして適正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認

定書として当該法人等に交付するものとする。 

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各

号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の事業所管大臣に届け

出なければならない。 

 （変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に係る事項

を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認

定書として当該法人等に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 事業所管大臣は、第二条の認定書の交付を受けた法人等が次の各号に該当するときは、当

該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。 

 一 第一条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。 

 二 第三条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行っ

たとき。 

 三 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が所管

事業の対象でなくなったとき。 

 四 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が当該

大学等との契約又は協定に基づき、研究員を当該大学等に派遣して行うもの又は当該大学等の

研究員を受け入れて行うものであると認めることができなくなったとき。 

 五 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適

正であると認めることができなくなったとき。 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

学校教育法第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立大学法人法第２条第４項に規定
する大学共同利用機関（以下「大学等」という ）と共同して行う租税特別措置法施行令第２７条。
の４第１４項第３号イに規定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第２０条
第１０項又は第２２条の２３第１０項に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認定
を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．共同試験研究を行った大学等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第２項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の４．
９第２項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第２７条の４第１４項第３号イ及び租税特別措置
法施行規則第２０条第１０項又は第２２条の２３第１０項の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。
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 総務省、財務省、文部科学省、 

○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告示第六号 

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）及び租税特別措置法施行規則（昭和三十

二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同令第五条の三第十四項第三号イに規定する試験

研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び同規則第五条の六第四項に規定する

試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を次のように定め、公布

の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、環境省告示第六号（租税特別措置法施行令第五条の三第十九項第三号に規定する試験研究の

対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租税特別措置法施行規則第五条の六第九項

に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を定めた件）

は廃止する。 

  平成十九年三月三十日 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

  （認定申請書の提出） 

第一条 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学若しくは高等専門学校

又は国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第四項に規定する大学共同利用機関（以

下「大学等」という。）と共同して行う試験研究（以下「共同試験研究」という。）について、

当該試験研究が当該試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであること

の認定及び当該試験研究に要した費用の額の認定（以下単に「認定」という。）を受けようとす

る個人は、別記様式による認定申請書二通を当該試験研究の対象となる技術に係る事業を所管す

る大臣（以下「事業所管大臣」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

  一 当該申請に係る共同試験研究の具体的内容について説明した書類 

 二 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額及び当該共同試験研究に係る当該個人

のその年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入される試験研究費の額（その試験研究費

に充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除した額）の積算内

訳を記載した書類 

 三 当該申請に係る共同試験研究のために支出した金額を確認することができる領収書、研究日

誌等の写し 

 四 当該申請に係る共同試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令第五条の三第十四項第

三号ロに規定する契約又は協定をいう。次条において同じ。）の書類の写し   

 五  当該申請に係る共同試験研究の成果を公表している場合には当該公表物の写し、未公表の場
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合には今後の公表予定を記載した書類 

  六 共同試験研究先の大学等が発行する共同試験研究に係る支出報告及び証明書 

３ 第一項の認定申請書の提出をする個人は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第

十条第二項の規定の適用を受けようとする年の翌年二月十五日までに認定申請書を提出しなけ

ればならない。ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この

限りではない。 

 （認定書の交付） 

第二条 事業所管大臣は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る

共同試験研究が当該共同試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであり、

かつ、当該申請に係る試験研究費の額が当該共同試験研究の契約又は協定に基づき支出されたも

のとして適正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該

個人に交付するものとする。 

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた個人は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各号

に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の事業所管大臣に届け出

なければならない。  

（変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に係る事項

を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認

定書として当該個人に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 事業所管大臣は、第二条の認定書の交付を受けた個人が次の各号に該当するときは、当該

認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。 

 一 第一条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。 

 二 第三条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行

ったとき。 

 三 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が所管

事業の対象でなくなったとき。 

 四 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該共同試験研究が当該

大学等との契約又は協定に基づき、研究員を当該大学等に派遣して行うもの又は当該大学等の

研究員を受け入れて行うものであると認めることができなくなったとき。 

 五 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適

正であると認めることができなくなったとき。 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（共同試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

学校教育法第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立大学法人法第２条第４項に規定
する大学共同利用機関（以下「大学等」という ）と共同して行う租税特別措置法施行令第５条の。
３第１４項第３号イに規定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６
第４項に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり
申請します。

記

１．共同試験研究を行った大学等の名称

２．当該共同試験研究の課題

３．当該共同試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第２項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第５条の３第１４項第３号イ及び租税特別措置法
施行規則第５条の６第４項の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。

 ３４



 ３５

 総務省、財務省、文部科学省、 

○厚生労働省、農林水産省、経済産業省、告示第七号 

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）及び租税特別措置法施行規則（昭和三十

二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同令第二十七条の四第十四項第五号イに規定する

試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び同規則第二十条第十二項又は第

二十二条の二十三第十二項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認

定に関する手続を次のように定め、公布の日から適用する。 

 なお、平成十五年総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省国土交通

省、環境省、告示第七号（租税特別措置法施行令第二十七条の四第十九項第五号又は第三十九条の

三十九第二十三項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租

税特別措置法施行規則第二十条第十七項又は第二十二条の二十三第十七項に規定する試験研究の

対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を定めた件）は廃止する。 

  平成十九年三月三十日 

総務大臣 菅  義偉 

財務大臣 尾身  幸次 

文部科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

 （認定申請書の提出） 

第一条 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学若しくは高等専門学校

又は国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第四項に規定する大学共同利用機関（以

下「大学等」という。）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という。）について、

当該試験研究が当該試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであること

の認定及び当該試験研究に要した費用の額の認定（以下単に「認定」という。）を受けようとす

る法人又は法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第十二号の七の四に規定する連結法人

（以下「法人等」と総称する。）は、別記様式による認定申請書二通を当該試験研究の対象とな

る技術に係る事業を所管する大臣（以下「事業所管大臣」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

  一 当該申請に係る委託試験研究の具体的内容について説明した書類 

 二 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験研究の報告書（費用の金

額及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る。）の写し 

  三 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令第二十七条の四第十四

項第五号ロに規定する契約又は協定をいう。次条において同じ。）の書類の写し  

  四 委託先の大学が発行する受託試験研究に係る支出報告書 

３ 第一項の認定申請書を提出する法人等は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第

四十二条 の四第二項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第六十八条の九第二項

の規定の適用を受けようとする連結事業年度終了の日の翌日から一月を経過する日までに認定

申請書を提出しなければならない。ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると
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認めたときは、この限りではない。 

 （認定書の交付） 

第二条 事業所管大臣は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る

委託試験研究が当該委託試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであり、

かつ、当該申請に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基づき支出されたも

のとして適正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該

法人等に交付するものとする。 

 （認定書の内容変更に係る届出） 

第三条 前条の認定書の交付を受けた法人等は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各

号に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の事業所管大臣に届け

出なければならない。 

 （変更届出に係る変更認定書の交付） 

第四条 事業所管大臣は、前条の規定による届出があった場合において、第二条の認定に係る事項

を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認

定書として当該法人等に交付するものとする。 

 （認定の取消し） 

第五条 事業所管大臣は、第二条の認定書の交付を受けた法人等が次の各号に該当するときは、当

該認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。 

 一 第一条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。 

 二 第三条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による届出に際して虚偽の届出を行

ったとき。 

 三 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該委託試験研究が所管

事業の対象でなくなったとき。 

 四 第三条の規定による届出があった場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適

正であると認めることができなくなったとき。



特別試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

学校教育法第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立大学法人法第２条第４項に規定
する大学共同利用機関（以下「大学等」という ）に委託して行う租税特別措置法施行令第２７条。
の４第１４項第５号イに規定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第２０条
第１２項又は第２２条の２３第１２項に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認定
を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１．委託試験研究を行った大学等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第４２条の４第２項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第６８条の４．
９第２項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第２７条の４第１４項第５号イ及び租税特別措置
法施行規則第２０条第１２項又は第２２条の２３第１２項の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。
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総務省、財務省、文部科学省、 

○ 業省、告示第八号 

（昭和三十二年政令第四十三号）及び租税特別措置法施行規則（昭和三十

務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通

三十日 

総務大臣 菅  義偉 

文部

（認定申請書の提出） 

和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学若しくは高等専門学校

２ らない。 

研究の報告書（費用の金

 三 第五条の三第十四項第

 四

和三十二年法律第二十六号）第十

 ） 

厚生労働省、農林水産省、経済産

 国土交通省、環境省 

 租税特別措置法施行令

二年大蔵省令第十五号）の規定を実施するため、同令第五条の三第十四項第五号イに規定する試験

研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び同規則第五条の六第六項に規定する

試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を次のように定め、公布

の日から適用する。 

なお、平成十五年総

省、環境省告示第八号（租税特別措置法施行令第五条の三第十九項第五号に規定する試験研究の

対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定及び租税特別措置法施行規則第五条の六第十一

項に規定する試験研究の対象となる技術に係る事業を所管する大臣の認定に関する手続を定めた

件）は廃止する。 

  平成十九年三月

財務大臣 尾身  幸次 

科学大臣 伊吹 文明 

厚生労働大臣 柳沢  伯夫 

農林水産大臣 松岡 利勝 

経済産業大臣 甘利  明 

国土交通大臣 冬柴 鉄三 

環境大臣 若林 正俊 

第一条 学校教育法（昭

又は国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第四項に規定する大学共同利用機関（以

下「大学等」という。）に委託して行う試験研究（以下「委託試験研究」という。）について、

当該試験研究が当該試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであること

の認定及び当該試験研究に要した費用の額の認定（以下単に「認定」という。）を受けようとす

る個人は、別記様式による認定申請書二通を当該試験研究の対象となる技術に係る事業を所管す

る大臣（以下「事業所管大臣」という。）に提出しなければならない。 

 前項の認定申請書一通には、次の各号に定める書類を添付しなければな

  一 当該申請に係る委託試験研究の具体的内容について説明した書類 

 二 委託先から提出された研究終了時における当該申請に係る委託試験

額及びその明細並びに支出金額が確認できるものに限る。）の写し  

 当該申請に係る委託試験研究の契約又は協定（租税特別措置法施行令

五号ロに規定する契約又は協定をいう。次条において同じ。）の書類の写し  

 委託先の大学が発行する受託試験研究に係る支出報告書 

３ 第一項の認定申請書を提出する個人は、租税特別措置法（昭

条第二項の規定の適用を受けようとする年の翌年二月十五日までに認定申請書を提出しなけれ

ばならない。ただし、事業所管大臣が提出遅滞につき正当な事由があると認めたときは、この限

りではない。 

（認定書の交付
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は、前条第一項の認定申請書の提出があった場合において、当該申請に係る

 ） 

個人は、当該認定書に記載された事項又は第一条第二項各号

 認定書の交付） 

る届出があった場合において、第二条の認定に係る事項

 

は、第二条の認定書の交付を受けた個人が次の各号に該当するときは、当該

 

届出に際して虚偽の届出を行

 三 定による届出があった場合において、当該変更によって当該委託試験研究が所管

 四 た場合において、当該変更によって当該試験研究費の額が適

 

第二条 事業所管大臣

委託試験研究が当該委託試験研究の対象となる技術の水準の向上に著しく寄与するものであり、

かつ、当該申請に係る試験研究費の額が当該委託試験研究の契約又は協定に基づき支出されたも

のとして適正であると認めるときは、当該認定申請書一通にその旨を記入し、認定書として当該

個人に交付するものとする。 

（認定書の内容変更に係る届出

第三条 前条の認定書の交付を受けた

に掲げる書類の内容に変更があったときは、遅滞なく、その旨を申請先の事業所管大臣に届け出

なければならない。 

（変更届出に係る変更

第四条 事業所管大臣は、前条の規定によ

を変更する必要があるときは、当該認定に係る認定書の返還を求め、所要の変更を行い、変更認

定書として当該個人に交付するものとする。 

（認定の取消し） 

第五条 事業所管大臣

認定を取り消し、当該認定に係る認定書の返還を求めることができる。 

一 第一条の規定による申請に際して虚偽の申請を行ったとき。 

 二 第三条の規定による届出を怠ったとき、又は同条の規定による

ったとき。 

 第三条の規

事業の対象でなくなったとき。 

 第三条の規定による届出があっ

正であると認めることができなくなったとき。 

 
 



様式（第１条関係）

特別試験研究認定申請書（委託試験研究）

殿

申請年月日
※認定年月日
※認定番号

住 所

,申請者名

学校教育法第１条に規定する大学若しくは高等専門学校又は国立大学法人法第２条第４項に規定
する大学共同利用機関（以下「大学等」という ）に委託して行う租税特別措置法施行令第５条の。
３第１４項第５号イに規定する試験研究であることの認定及び租税特別措置法施行規則第５条の６
第６項に規定する当該試験研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり
申請します。

記

１．委託試験研究を行った大学等の名称

２．当該委託試験研究の課題

３．当該委託試験研究の実施期間

租税特別措置法第１０条第２項の規定の適用を受けようとする年４．

５．当該委託試験研究に係る試験研究費の額

費 目 契約額（円） 支出額（円） 費用額（円）

合 計

※ 特別試験研究費の認定額 円

上記の申請については、租税特別措置法施行令第５条の３第１４項第５号イ及び租税特別措置法
施行規則第５条の６第６項の規定により、認定します。

※ 記 名 押 印

（備 考）
１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。
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別添３．特別試験研究税額控除制度に関する問い合わせ先 
 管轄地域 連絡先 

経済産業省本省 
 
 

 産業技術環境局技術振興課 
TEL：０３－３５０１－１７７８ 
FAX：０３－３５０１－７９０９ 
（大学等との共同・委託試験研究関連） 
産業技術環境局大学連携推進課 
TEL：０３－３５０１－００７５ 
FAX：０３－３５０１－５９５３ 
〒１００－８９０１ 
東京都千代田区霞が関１丁目３番１号 

北海道経済産業局 北海道 地域経済部産業技術課  
TEL:０１１－７０９－５４４１ 
FAX:０１１－７０９－１７８６ 
〒０６０－０８０８ 
札幌市北区北８条西２丁目 札幌第一合同庁舎 

東北経済産業局 青森・岩手・宮城・秋

田・山形・福島 
地域経済部産業支援課産学官連携推進室  
TEL：０２２－７２１－４００８ 
FAX：０２２－２２３－２６５８ 
〒９８０－８４０３  
仙台市青葉区本町三丁目三番一号 

関東経済産業局 茨城・栃木・群馬・埼

玉・千葉・東京・神奈

川・新潟・山梨・長野・

静岡 

地域経済部新規事業課  
TEL：０４８－６００－０４２２ 
FAX：０４８－６０１－１２８９ 
〒３３０－９７１５  
さいたま市中央区新都心１－１ 

中部経済産業局 富山・石川・岐阜・愛

知・三重 
地域経済部産業技術課  
TEL：０５２－９５１－２７７４ 
FAX：０５２－９５０－１７６４ 
〒４６０－８５１０  
名古屋市中区三の丸２－５－２ 

近畿経済産業局 福井・滋賀・京都・大

阪・兵庫・奈良・和歌

山 

地域経済部産学官連携推進課  
TEL：０６－６９６６－６１６４ 
FAX：０６－６９６６－６０７９ 
〒５４０－８５３５  
大阪市中央区大手前１－５－４４ 

中国経済産業局 鳥取・島根・岡山・広

島・山口 
地域経済部次世代産業課  
TEL：０８２－２２４－５６８０ 
FAX：０８２－２２４－５７６５ 
〒７３０－８５３１ 
広島市中区上八丁堀６－３０広島合同庁舎２号館 
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 管轄地域 連絡先 
四国経済産業局 徳島・香川・愛媛・高

知 
地域経済部産業技術課  
TEL：０８７－８１１－８５１８ 
FAX：０８７－８１１－８５５５ 
〒７６０－８５１２  
高松市サンポート３番３３号 高松サンポート合同

庁舎 ７階 
九州経済産業局 福岡・佐賀・長崎・熊

本・大分・宮崎・鹿児

島 

地域経済部技術企画課  
TEL：０９２－４８２－５４６１ 
FAX：０９２－４８２－５３９２ 
〒８１２－８５４６ 
福岡市博多区博多駅東２－１１－１ 

沖縄総合事務局 沖縄県 経済産業部産地域経済課 
TEL：０９８－８６６－００６７ 
FAX：０９８－８６０－１３７５ 
〒９００－８５３０  
那覇市前島２－２１－７ 

                                                 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


